








































































































































総資本経常利益率 －2.65 2.25 0.67 －0.32 4.11
自己資本経常利益率 －8.41 6.86 2.03 －1.21 14.96
総資本当期純利益率 －1.61 1.39 0.56 －2.72 3.26









































売上高 2,152,171 2,708,406 2,672,479 2,878,837 3,720,707
売上高（指数） 100 126 124 134 173
営業利益 －62,810 57,657 1,187 －43,214 186,955
営業利益（指数） －100 92 2 －69 298
営業外収益 37,776 84,974 79,894 94,856 106,750
営業外収益（指数） 100 225 211 251 283





































総資本 3,586,291 3,561,725 3,498,597 5,513,037 5,471,384
総資本（指数） 100 99 98 154 153
他人資本 2,315,143 2,301,492 2,278,373 3,917,664 3,690,934
他人資本（指数） 100 99 98 169 159
自己資本 1,271,147 1,260,233 1,220,223 1,595,372 1,780,449
自己資本（指数） 100 99 96 126 140
他人資本比率（％） 64.6 64.6 65.1 71.1 67.5










































短期借入金 434,098 456,821 418,424 722,352 437,836
短期借入金（指数） 100 105 96 166 101
長期借入金 481,701 468,051 487,754 1,287,321 1,211,183
長期借入金（指数） 100 97 101 267 251
社債 664,958 684,965 679,973 709,656 725,668








































短期借入金 12.1 12.8 12.0 13.1 8.0
長期借入金 13.4 13.1 13.9 23.4 22.1






































総資本利益率 －2.57 1.67 0.47 －4.90 4.81
利子支払前総資本利益率 －1.94 2.28 1.08 －4.31 5.34


































資本金 419,524 419,524 419,524 419,524 419,524
資本金（指数） 100 100 100 100 100
資本準備金 111,532 111,532 111,532 111,532 111,532
資本準備金（指数） 100 100 100 100 100
その他利益剰余金 853,724 893,689 884,933 728,357 879,206
その他利益剰余金（指数） 100 105 104 85 103
その他資本剰余金 2,566 2,561 2,554 250,330 259,474






















お わ り に
本稿では，「新日鉄住金」の経営統合後の「中期経営計画」を踏まえてリーマンショック後の
平成21年度から平成25年度における「新日鉄住金」の利益率および利益構造の分析，自己資本，
他人資本，総資本の分析，長・短借入金と社債の分析，利子支払前総資本利益率と借入金利子率
を比較分析，自己資本の構成の分析等の財務構造の特徴を考察してきた。
その分析からこの時期の「新日鉄住金」の利益率ついては，厳しい状況に置かれていて，経営
統合した平成24年度の当期純利益率と経常利益率が大きく乖離している特徴が確認されたが，
それは減損損失，投資有価証券売却損，子会社整理損などで2,074億57百万の特別損失を計上
することによるものであった。利益構造については，金融・財務収益を主とする営業外収益が正
業の営業利益の落ち込みをカバーしている構造になっていたことを明らかにした。とりわけ，平
成23年度と平成24年度においては，その傾向が顕著であったのである。
自己資本，他人資本，総資本については，総資本の圧縮による財務体質の改善を図っていた。
経営統合により長・短借入金が大幅に増加したが，資本コスト節約のための有利子負債の圧縮へ
の財務政策をとっていたことを明らかにしたのである。
利子支払前総資本利益率と借入金利子率の分析では，平成21年度，平成23年度，平成24年
度の借入金利子率は利子支払前総資本利益率を上回っており，利益圧迫となっている他人資本利
用が，マイナスレバレッジ効果の時期であった。平成22年度と平成25年度の借入金利子率は利
子支払前総資本利益率を下回っていて借入金レバレッジ効果が効いていることが分析解明した。
とりわけ，超低金利の金融市場の状況を反映して，平成25年度の借入金レバレッジ効果が顕著
であることを明らかにしたのである。
この期間の自己資本の構成の分析では，資本金と資本準備金には変化がなくその他資本剰余金
は平成24年度の経営統合により大幅に増加した。平成25年度も自己株式処分差益による増加を
明らかにしたのである。その他利益剰余金については，平成24年度に著しく減少した。その減
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少の要因は，当期純損失と株主への配当によるものであったのである。
以上のように平成21年度から平成25年度における「新日鉄住金」の財務状況を明らかにした。
「新日鉄住金」の「中期経営計画」を完遂するための諸財務政策の分析解明については今後の課
題としたい。
（1）「新日鉄住金アニュアルレポート2013」14頁。
（2） 中国，台湾，韓国，ベトナム，インドネシア等の東アジア地域では数年内で製鉄所の新規稼動が予
定されている。現在すでに鉄鋼供給量が需要を上回っているが，東アジアの製鉄所が本格稼動される
とさらに供給量の拡大が見込まれるのである。
（3）「新日鉄住金アニュアルレポート2013」14頁。
（4）「新日鉄住金アニュアルレポート2013」15頁。
（5）「新日鉄住金アニュアルレポート2013」16頁。
（6）「新日鉄住金アニュアルレポート2013」16頁。
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